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令和５年度木津川市公共下水道事業会計予算 

 

 

（総則） 

第１条 令和５年度木津川市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）排水戸数               ２８，６００戸 

（２）年間総排水量          ７，５０３，０００㎥ 

（３）１日平均排水量            ２０，５００㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

   ①管渠面整備事業 

   ②施設更新事業 

   ③流域下水道建設費負担事業 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収入 

 第１款 下水道事業収益       ２，４５３，０１５千円 

  第１項 営 業 収 益       １，１８１，４７８千円 

  第２項 営業外収益       １，２７１，５３６千円 

第３項 特 別 利 益               １千円 

   

支出 

 第１款 下水道事業費用       ２，４５３，０１５千円 

  第１項 営 業 費 用       ２，３１０，０６２千円 

  第２項 営業外費用         １３９，６０３千円 

第３項 特 別 損 失             ３５０千円 

  第４項 予 備 費           ３，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本 

的支出額に対し不足する額５２３，５２６千円は、過年度分損益勘定留保資金８７， 

０２５千円及び当年度分損益勘定留保資金４３６，５０１千円で補てんするものと 

する。） 
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収入 

 第１款 資本的収入           ９７８，１２８千円   

  第１項 企 業 債         ５０１，８００千円 

  第２項 他会計出資金          ４７，４４０千円 

  第３項 他会計補助金         １０８，４３８千円 

  第４項 国庫補助金         ３２０，４５０千円 

   

支出 

 第１款 資本的支出         １，５０１，６５４千円 

  第１項 建設改良費          ９０５，３０３千円 

第２項 企業債償還金         ５９６，３５１千円 

   

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め 

る。 

事   項 期   間 限 度 額 

 

加茂浄化センター汚泥処理

設備工事 

（日本下水道事業団委託） 

 

 

令和５年度から 

令和６年度まで 

 

 

 

４４８，０００千円 

 

加茂浄化センター電気設備

工事その４ 

（日本下水道事業団委託） 

 

 

令和５年度から 

令和６年度まで 

 

 

 

２１８，０００千円 

 

経営戦略改定業務 

 

令和５年度から 

令和６年度まで 

 

 

 １０，０００千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め 

る。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道

事業 
３７３，５００千円 

 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

 

年４．０％

以内（ただし、

利率見直し方

式で借り入れ

る資金につい

て、利率の見

直しを行った

後 に お い て

は、当該見直

し後の利率） 

 政府資金につい

ては、その融資条件

により、銀行その他

の場合にはその債

権者と協定すると

ころによる。 

 ただし、企業財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は、繰

上償還若しくは低

利に借換すること

ができる。 

流域下水道

事業 
１２８，３００千円 

計 ５０１，８００千円 ― 

 

 

  ― 

 

 

    ― 

 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することのできる場合は、次のとおりと定 

める。 

（１）下水道事業費用 営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用 

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ 

ばならない。 

（１） 職員給与費           １００，４８４千円 
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（他会計からの補助金） 

第１０条 公共下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額 

は、２３１，６５１千円である。 

 

令和５年２月２０日提出 

 

                      木津川市長  河井 規子 
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重要な会計方針に係る事項に関する注記    

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

   

（１）固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 

定額法により減価償却を行う。 

主な耐用年数  建物        ５０年 

構築物       １０年～５０年 

機械及び装置    ６年～３０年 

工具器具及び備品  ４年～１５年 

・無形固定資産 

定額法により減価償却を行う。 

主な耐用年数  施設利用権     ３８年 

 

（２）引当金の計上方法 

・退職給付引当金 

市長と締結した「公営企業職員の退職手当に係る取扱いに関する

覚書」に基づき、引当金は計上していない。 

 

・賞与等引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給とそれらに係る法定福利費の 

支出に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年 

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上して 

いる。 

 

・貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能と見込まれる 

額を計上している。 

 

（３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書に係る事項 

 

（１）予定キャッシュ・フロー計算書の作成方法 

作成方法は、間接法により作成する。 

 

 

３ 予定貸借対照表等に関する事項 

 

（１）企業債に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算 

して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると 

見込まれる額は、３，３１１，８０８千円である。 

 

（２）引当金の取崩し 

貸倒引当金を取り崩す場合、取り崩す額を貸倒引当金から減額し、 

同額を未収金から減額する見込みである。 

また、翌年度６月に賞与等引当金から７，９２７千円を取り崩し、 

賞与等を支払う見込みである。 

 

４ セグメント情報 

 

（１）セグメントの概要 

木津川市公共下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメント 

のため、記載を省略している。 



１．収益的収入及び支出

（１）　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

1 ．下水道事業収益 ２,４５３,０１５

1 ．営業収益 １,１８１,４７８

1 ．下水道使用料 １,１５８,７２３ 1 ．下水道使用料 １,１５８,７２３

2 ．他会計負担金 ２１,７３９ 1 ．雨水処理負担金 ２１,７３９ 雨水負担分

3 ．その他営業収益 １,０１６ 1 ．下水道手数料 １,０１５ 排水設備申請審査・検査手数料 他

2 ．雑収益 １ コピー代

2 ．営業外収益 １,２７１,５３６

1 ．他会計負担金 ２８４,５１３ 1 ．一般会計負担金 ２８４,５１３

2 ．他会計補助金 １２３,２１３ 1 ．一般会計補助金 １２３,２１３

3 ．長期前受金戻入 ８６３,３８７ 1 ．長期前受金戻入 ８６３,３８７

4 ．雑収益 ４２３ 1 ．占用料 ４２２ 下水道財産占用料

2 ．その他雑収益 １

3 ．特別利益 １

1 ．その他特別利益 １ 1 ．その他特別利益 １

２,４５３,０１５

（２）　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

1 ．下水道事業費用 ２,４５３,０１５

1 ．営業費用 ２,３１０,０６２

1 ．管渠費 ２１,５０５ 1 ．備消品費 ５０

2 ．光熱水費 ４,８００ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ稼働用電気代

3 ．通信運搬費 ９２１ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ通報用電話代

4 ．委託料 １０,６１６ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ維持管理業務委託料　他

5 ．使用料 ２ 電波利用料

6 ．賃借料 ２６６ 土地賃借料

7 ．修繕費 ２,８００ 管渠修繕料 他

8 ．材料費 ５０ 管渠原材料費

9 ．工事請負費 ２,０００ 管渠等管理工事費

令和５年度木津川市公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

収 　入 　合 　計

款 項 目 備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

2 ．処理場費 １４６,７６５ 1 ．備消品費 １００

2 ．燃料費 ２９３ 施設稼働用ガス、重油代

3 ．光熱水費 ３３,７４１ 施設稼働用電気、水道代

4 ．委託料 １０６,５１５ 運転管理等委託料 他

5 ．修繕費 ６,０００ 処理場修繕料 他

6 ．保険料 １１６ 下水道賠償責任保険料

3 ．雨水幹線維持管理費 ２,５５８ 1 ．光熱水費 ５８ 井関川伏越樋門電気代　他

2 ．工事請負費 ２,５００ 小川・反田川浚渫、除草　他

4 ．普及指導費 ５００ 1 ．補助及び交付金 ５００ 水洗便所改造費助成金 

5 ．業務費 ６４,６０２ 1 ．委託料 ６１,１０２ 下水道使用料徴収事務委託料　他

2 ．貸倒引当金繰入額 ３,５００

6 ．総係費 ６４,７１４ 1 ．給料 ２６,５１４ 職員５名分、再任用職員２名分

2 ．手当 １１,５３４ 期末手当 他

3 ．賞与引当金繰入額 ３,５２０ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 ．法定福利費 １１,１７９ 職員共済組合負担金　他

5 ．法定福利費引当金繰入額 ６９１ 翌年度法定福利費分（１２～３月分）

6 ．旅費 ４５ 出張旅費　他

7 ．備消品費 ２８８ 書籍代 他

8 ．燃料費 ３０５ 公用車燃料費

9 ．通信運搬費 ４０ 郵送料

10 ．委託料 ９,３５９ 経営戦略改定業務委託料　他

11 ．手数料 ４８ 車検手数料

12 ．使用料 １６５ 起債管理システム使用料

13 ．修繕費 ４０９ 車検修繕料 他

14 ．負担金 ４９７ 日本下水道協会会費 他

15 ．保険料 １０６ 自動車損害保険料

16 ．公課費 １４ 自動車重量税

款 項 目 備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

7 ．流域下水道維持管理費 ６２６,００５ 1 ．負担金 ６２６,００５ 流域下水道維持管理負担金 他

8 ．減価償却費 １,３６０,２６７ 1 ．有形固定資産減価償却費 １,０６２,５９９ 構築物減価償却費 他

2 ．無形固定資産減価償却費 ２９７,６６８ 施設利用権減価償却費

9 ．資産減耗費 ２３,１４６ 1 ．固定資産除却費 ２３,１４６ 固定資産除却費

2 ．営業外費用 １３９,６０３

1 ．支払利息及び企業債利息 １１９,６０２ 1 ．企業債利息 １１９,３０６

2 ．資本費平準化債利息 １０２

3 ．一時借入金利息 １９４

2 ．消費税及び地方消費税 ２０,０００ 1 ．消費税及び地方消費税 ２０,０００

3 ．その他営業外費用 １ 1 ．その他雑支出 １

3 ．特別損失 ３５０

1 ．過年度損益修正損 ３５０ 1 ．過年度損益修正損 ３５０ 下水道使用料還付金

4 ．予備費 ３,０００

1 ．予備費 ３,０００ 1 ．予備費 ３,０００

２,４５３,０１５

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

支 　出 　合　 計
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２．資本的収入及び支出

（１）　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

1 ．資本的収入 ９７８,１２８

1 ．企業債 ５０１,８００

1 ．企業債 ５０１,８００ 1 ．下水道事業債 ５０１,８００
公共下水道事業(下水道債、過疎対策債）
流域下水道事業(流域下水道債）

2 ．他会計出資金 ４７,４４０

1 ．他会計出資金 ４７,４４０ 1 ．一般会計出資金 ４７,４４０

3 ．他会計補助金 １０８,４３８

1 ．他会計補助金 １０８,４３８ 1 ．一般会計補助金 １０８,４３８

4 ．国庫補助金 ３２０,４５０

1 ．国庫補助金 ３２０,４５０ 1 ．公共下水道国庫補助金 ３２０,４５０
社会資本整備総合交付金
防災・安全交付金

９７８,１２８

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

収 　入 　合　 計
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（２）　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

1 ．資本的支出 １,５０１,６５４

1 ．建設改良費 ９０５,３０３

1 ．公共下水道費 ７７６,７８０ 1 ．給料 ２０,８１４ 職員５名分

2 ．手当 １２,５７５ 期末手当 他

3 ．賞与引当金繰入額 ３,１０２ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 ．法定福利費 ９,９４１ 職員共済組合負担金 他

5 ．法定福利費引当金繰入額 ６１４ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 ．旅費 １７７ 出張旅費

7 ．備消品費 ７００ コピー代 他

8 ．印刷製本費 ５０ 図面青焼代

9 ．委託料 ４５５,４６６ 測量・設計委託料　他

10 ．賃借料 ４２５ コピー機リース料　他

11 ．工事請負費 ２４１,２９２

12 ．補償費 ３１,３９７ 支障物件等移設補償費

13 ．負担金 ２２７ 研修参加負担金

2 ．流域下水道費 １２８,５２３ 1 ．負担金 １２８,５２３ 流域下水道建設事業負担金 他

2 ．企業債償還金 ５９６,３５１

1 ．企業債償還金 ５９６,３５１ 1 ．企業債償還金 ５８９,８１６

2 ．資本費平準化債償還金 ６,５３５

１,５０１,６５４

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

支　 出 　合 　計
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１　総　　　　　括

( 1 )

― 11

( 1 )

― 12

( 0 )

― △ 1

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

備 考
 計

給　　　　　与　　　　　費　　 　　明　　　　　細　　　　　書

区 分

職 員 数        　給   与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料 手　　当

（千円）

本　　　年　　　度 0 47,328 30,731 78,059 22,425 100,484 

（人）

前　　　年　　　度 1,040 49,464 33,213 83,717 23,748 107,465 

比　　　　　　　較 △ 1,040 △ 2,136 △ 2,482 △ 5,658 △ 1,323 △ 6,981 

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 △ 258 0 △ 143 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 954 1,302 2,898 752 78 2,099 260 7,430 6,180 2,156 6,622 

前年度 1,212 1,302 3,041 701 60 1,631 360 7,852 6,288 3,741 7,025 

51 18 468 △ 100 △ 422 △ 108 △ 1,585 △ 403 
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（１）　会計年度任用職員以外の一般職員

( 1 )

― 11

( 0 )

― 12

( 1 )

― △ 1

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（２）　会計年度任用職員

( 0 )

― 0

( 1 )

― 0

( △ 1 )

― 0

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

区 分

職 員 数        　給   与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計
備 考特別職 一般職  報　　 酬  給   　料 手　　当  計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　　　年　　　度 0 47,328 30,731 78,059 22,425 100,484 

前　　　年　　　度 0 49,464 33,005 82,469 23,740 106,209 

比　　　　　　　較 0 △ 2,136 △ 2,274 △ 4,410 △ 1,315 △ 5,725 

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 △ 258 0 △ 143 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 954 1,302 2,898 752 78 2,099 260 

前年度 1,212 1,302 3,041 701 60 3,741 7,025 

7,430 6,180 2,156 6,622 

△ 100 △ 214 △ 108 

1,631 360 7,644 6,288 

備 考

△ 1,585 △ 403 

       　給   与　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計

51 18 468 

 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 

特別職 一般職  報　　 酬  給   　料 手　　当

0 0 0 

区 分

職 員 数

（人） （人） （千円）

本　　　年　　　度 0 

前　　　年　　　度 1,040 0 208 1,248 8 1,256 

0 

比　　　　　　　較 △ 1,040 0 △ 208 △ 1,248 △ 8 △ 1,256 

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当

（千円）

0 

0 0 

勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 0 

前年度 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 

0 △ 208 0 

0 0 208 0 

0 0 
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

（２）　初　　任　　給

一　般　会　計　の　制　度

区　分 増　減　額（千円） 　　増　減　事　由　別　内　訳　　　　（千円） 説 明 備 考

給 料 △２，１３６

給与改定に伴う増減分 給料改定率

３３ ０．０７％

昇給に伴う増加分 昇給率

３２５ ０．７２％

その他の増減分 職員の異動等によるもの

△２，４９４

手 当 △２，４８２

制度改正に伴う増減分 勤勉手当改正

４４４

その他の増減分 職員の異動等によるもの

△２，９２６

区 分 事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

令和５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） ３４１，９６４ －

平 均 給 与 月 額 （円） ４１３，６３１ －

平 均 年 齢 （歳） ４８．６ －

令和４年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） ３４０，５３３ －

平 均 給 与 月 額 （円） ４１０，６３０

  一  般  行  政  職  （円）

－

平 均 年 齢 （歳） ４８．１ －

  技  能  労  務  職  （円）

高 校 卒 １６４，１００ 　　　　　　　　　　　　― １６４，１００ １６４，１００

区 分 事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

　　　　　　　　　　　　（円） 　　　　　　　　　　　　（円）

大 学 卒 １９１，７００ 　　　　　　　　　　　　― １９１，７００ １９１，７００
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（３）　級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

※ （　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

（級別の基準となる職務）

区 分
事　　務　　職　　・　 　技　　術　　職 技 能 労 務 職

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

令和５年１月１日現在

１級 １級
０ ０．０

２級 ２級
２ １８．２ ０ ０．０

３級 ３級
１ ９．１ ０ ０．０

４級 ４級
４ ３６．４ ０ ０．０

５級 ５級
３ ２７．２ ０ ０．０

６級 ６級
０ ０．０

７級 ７級
１ ９．１ ０ ０．０

計 計
１１ １００．０ ０ ０．０

令和４年１月１日現在

１級 １級
０ ０．０

２級 ２級
２ １６．７ ０ ０．０

３級 ３級
１ ８．３ ０ ０．０

４級 ４級
６ ５０．０ ０ ０．０

５級 ５級
２ １６．７ ０ ０．０

６級 ６級
０ ０．０

７級 ７級
１ ８．３ ０ ０．０

計 計
１２ １００．０ ０ ０．０

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

事 務 職 ・ 技 術 職 主 事 補 主 事 係 長 課 長 補 佐 課 長 次 長 部 長
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（４）　昇給

（５）　期末・勤勉手当

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） １１ １１

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

―

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） ８ ８ ―

０ ―

２号給 （人） ０ ０ ―

３号給 （人） ２ ２ ―

４号給 （人） ６ ６ ―

６号給 （人） ０ ０ ―

８号給 （人） ０ ０ ―

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ７２．７ ７２．７ ―

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） １２ １２

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

―

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） ９ ９ ―

０ ―

２号給 （人） ０ ０ ―

３号給 （人） １ １ ―

４号給 （人） ８ ８ ―

６号給 （人） ０ ０ ―

８号給 （人） ０ ０ ―

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ７５．０ ７５．０ ―

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階・

職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
６月（月分） １２月（月分） （月分）

本 年 度
（１．１５０） （１．１５０） （２．３００）

有
２．２００ ２．２００ ４．４００

前 年 度
（１．１２５） （１．１２５） （２．２５０）

有
２．１５０ ２．１５０ ４．３００

一 般 会 計 の 制 度
（１．１５０） （１．１５０） （２．３００）

有
２．２００ ２．２００ ４．４００
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（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　地　域　手　当

（８）　特殊勤務手当

（ ）

（９）　その他の手当

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 月 数

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９
定年前早期退職特例措置

（３～４５％加算）

一般会計の制度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９

定年前早期退職特例措置
（３～４５％加算）

（支給率等）

支 給 対 象 地 域 市 内 全 域

支 給 率 （％） ６

支 給 対 象 職 員 数 （人） １２

一般会計の指定基準に基づく支給率 （％） ６

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
０．０ ０．０ ―                   

（％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
０．０ ０．０ ―                   

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 （％）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 同 異 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 286

　　　減価償却費 1,360,267

　　　引当金の増減額（△は減少） △ 698

　　　長期前受金戻入額 △ 863,387

　　　支払利息 119,602

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 32,193

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 131,596

　　　その他資産の増減額（△は増加） △ 43,101

　　　　　小計 409,180

　　　利息の支払額 △ 119,602

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 289,578

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 776,780

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 128,523

　　　国庫補助金等による収入 437,850

　　　他会計負担金による収入 47,440

　　　一般会計からの繰入金による収入 108,438

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 311,575

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 633,300

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 596,351

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 36,949

　資金増加額 14,952

　資金期首残高 31,348

　資金期末残高 46,300

- 29 -

  令和５年度木津川市公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）



（単位：千円）

１．

（１）下 水 道 使 用 料 903,486

（２）他 会 計 負 担 金 19,376

（３）そ の 他 営 業 収 益 1,316 924,178

２．

（１）管 渠 費 18,222

（２）処 理 場 費 102,564

（３）普 及 指 導 費 600

（４）業 務 費 66,210

（５）総 係 費 103,093

（６）流域下水道維持管理費 508,025

（７）減 価 償 却 費 1,342,561 2,141,275

営　業　損　失 1,217,097

３．

（１）他 会 計 負 担 金 319,469

（２）他 会 計 補 助 金 214,705

（３）長 期 前 受 金 戻 入 806,944

（４）雑 収 益 414 1,341,532

４．

（１）
支 払 利 息 及 び
企 業 債 利 息

124,074

（２）そ の 他 営 業 外 費 用 1 124,075 1,217,457

経　常　利　益 360

５．

（１）そ の 他 特 別 利 益 1 1

６．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 182 182 △ 181

179

724

903

令和４年度木津川市公共下水事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営   業   収   益

営   業   費   用

営  業  外  収  益

営  業  外  費  用

特   別   利   益

特   別   損   失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利 益剰 余金

当年度未処分利益剰余金
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 負　債　の　部

 資　本　の　部

令和４年度木津川市公共下水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）
（令和５年３月３１日） 3 固 定 負 債

（単位 千円） (1) 企 業 債

資　産　の　部
ア

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

7,078,699
1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 イ そ の 他 の 企 業 債 12,251

ア 土 地 653,652 企 業 債 合 計 7,090,950

イ 建 物 112,716 固 定 負 債 合 計 7,090,950

減 価 償 却 累 計 額 △ 27,183 85,533

ウ 構 築 物 36,367,048 4 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,915,704 30,451,344 (1) 企 業 債

エ 機 械 及 び 装 置 769,798
ア

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

589,816
減 価 償 却 累 計 額 △ 343,347 426,451

オ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,871 イ そ の 他 の 企 業 債 6,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,269 602 企 業 債 合 計 596,351

カ 建 設 仮 勘 定 2,343 (2) 未 払 金 329,798

有 形 固 定 資 産 合 計 31,619,925 (3) 引 当 金

(2) 無 形 固 定 資 産 ア 賞 与 引 当 金 6,388

ア 施 設 利 用 権 4,386,171 イ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,264

無 形 固 定 資 産 合 計 4,386,171 引 当 金 合 計 7,652

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 (4) そ の 他 流 動 負 債

ア 基 金 30,503 ア 預 り 金 500

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 30,503 そ の 他 流 動 負 債 合 計 500

固 定 資 産 合 計 36,036,599 流 動 負 債 合 計 934,301

2 流 動 資 産 5 繰 延 収 益

(1) 現 金 預 金 31,348 (1) 長 期 前 受 金 26,634,164

(2) 未 収 金 399,300 (2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 4,817,170

29,842,245

貸 倒 引 当 金 △ 3,100 396,200 繰 延 収 益 合 計 21,816,994

流 動 資 産 合 計 427,548 負 債 合 計

資 産 合 計 36,464,147 6 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金 6,142,095

資 本 金 合 計 6,142,095

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

ア 寄 附 金 5,808

イ 他 会 計 負 担 金 68,539
ウ 工 事 負 担 金 61,710
エ 国 庫 補 助 金 309,484
オ 受 贈 財 産 評 価 額 2,860
カ そ の 他 資 本 剰 余 金 30,503
資 本 剰 余 金 合 計 478,904

(2) 利 益 剰 余 金

36,464,147

ア 当年度未処分利益剰余金 903

利 益 剰 余 金 合 計 903

剰 余 金 合 計
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479,807

資 本 合 計 6,621,902

負 債 資 本 合 計



 負　債　の　部

 資　本　の　部

令和５年度木津川市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）
（令和６年３月３１日） 3 固 定 負 債

（単位 千円） (1) 企 業 債

資　産　の　部
ア

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

7,145,106
1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 イ そ の 他 の 企 業 債 5,717

ア 土 地 653,652 企 業 債 合 計 7,150,823

イ 建 物 112,716 固 定 負 債 合 計 7,150,823

減 価 償 却 累 計 額 △ 31,370 81,346

ウ 構 築 物 37,097,985 4 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,926,824 30,171,161 (1) 企 業 債

エ 機 械 及 び 装 置 788,785
ア

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

566,892
減 価 償 却 累 計 額 △ 390,314 398,471

オ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,866 イ そ の 他 の 企 業 債 6,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,592 274 企 業 債 合 計 573,427

カ 建 設 仮 勘 定 3,716 (2) 未 払 金 198,201

有 形 固 定 資 産 合 計 31,308,620 (3) 引 当 金

(2) 無 形 固 定 資 産 ア 賞 与 引 当 金 6,622

ア 施 設 利 用 権 4,217,026 イ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,305

無 形 固 定 資 産 合 計 4,217,026 引 当 金 合 計 7,927

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 (4) そ の 他 流 動 負 債

ア 基 金 30,503 ア 預 り 金 500

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 30,503 そ の 他 流 動 負 債 合 計 500

固 定 資 産 合 計 35,556,149 流 動 負 債 合 計 780,055

2 流 動 資 産 5 繰 延 収 益

(1) 現 金 預 金 46,300 (1) 長 期 前 受 金 27,110,492

(2) 未 収 金 431,493 (2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 5,680,557

29,360,813

貸 倒 引 当 金 △ 3,500 427,993 繰 延 収 益 合 計 21,429,935

流 動 資 産 合 計 474,293 負 債 合 計

資 産 合 計 36,030,442 6 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金 6,189,535

資 本 金 合 計 6,189,535

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

ア 寄 附 金 5,808

イ 他 会 計 負 担 金 68,539
ウ 工 事 負 担 金 61,710
エ 国 庫 補 助 金 309,484
オ 受 贈 財 産 評 価 額 2,860
カ そ の 他 資 本 剰 余 金 30,503
資 本 剰 余 金 合 計 478,904

(2) 利 益 剰 余 金

36,030,442

ア 当年度未処分利益剰余金 1,190

利 益 剰 余 金 合 計 1,190

剰 余 金 合 計
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480,094

資 本 合 計 6,669,629

負 債 資 本 合 計



期 間 金 額 期 間 金 額
国 庫
補 助 金

企 業 債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

加茂浄化センターポン
プ室等建設工事
(日本下水道事業団委託)

(148,300)
148,300

令和４年度 13,500 令和５年度 134,800 66,450 68,350

加茂浄化センター水処
理設備工事
(日本下水道事業団委託)

(90,200)
119,250

令和４年度 11,400 令和５年度 78,800 39,000 39,800

加茂浄化センター電気
設備工事その３
(日本下水道事業団委託)

(244,350)
355,750

令和４年度 42,550 令和５年度 201,800 105,050 96,750

加茂浄化センター汚泥
処理設備工事
(日本下水道事業団委託)

(448,000)
448,000

令和５年度
～

令和６年度
448,000 246,400 201,600

加茂浄化センター電気
設備工事その４
(日本下水道事業団委託)

(218,000)
218,000

令和５年度
～

令和６年度
218,000 119,900 98,100

経営戦略改定業務
(10,000)
10,000

令和５年度
～

令和６年度
10,000 10,000

合　　計
(1,158,850)
1,299,300

67,450 1,091,400 576,800 504,600 10,000

注：（　）内の数値は支出予定額　
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債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳


